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訓 練 

能登半島地震及び志賀原子力発電所における原子力災害の 

複合災害に係る災害応急対策に関する基本方針 

 

平 成 ２ ６ 年 １ １ 月 ２ 日 

平成２６年能登半島地震非常災害対策本部 

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部  

 

 

 地震と原子力災害の複合災害に際し、関係地方公共団体と連携を密にし、以下

の対応に全力を尽くす。 

 

 

①  警察、消防、自衛隊においては、原子力緊急事態が発生する恐れがあ

ることを想定し、５ｋｍ圏内の住民等の安否確認及び救助を可及的速や

かに行うこと。 

 

②  関係省庁は、関係地方公共団体が行う５ｋｍ圏内の要援護者の避難支

援や住民の避難準備等に全面的に協力すること。 

 

③  関係省庁は、放射線防護のための装備、資機材等の準備等を行うとと

もに、情報伝達体制を確立すること。 

  

別紙 2-1 

別－7 



注：平成２６年原子力総合防災訓練資料 
   

訓 練 

指  示 

 

内閣府原防第３号   

平成２６年１１月２日１３時３０分   

 

石川県知事 殿 

富山県知事 殿 

志賀町長 殿 

七尾市長 殿 

羽咋市長 殿 

中能登町長 殿 

輪島市長 殿 

穴水町長 殿 

宝達志水町長 殿 

かほく市長 殿 

氷見市長 殿 

 

 

内閣総理大臣 安倍 晋三      

 

北陸電力株式会社志賀原子力発電所第２号機で発生した事故に関し、原子力災

害対策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。 

 

記 

 

・志賀町
し か ま ち

志
し

加浦
かうら

、堀
ほり

松
まつ

、上熊野
かみくまの

、熊野
くまの

、福浦
ふくら

、富来
と ぎ

地区のうち北陸電力株式会社

志賀
し か

原子力発電所から概ね５キロ圏内（ＰＡＺ）の住民は、避難するとともに安定ヨ

ウ素剤の配布を受け服用すること。 

・北陸電力株式会社志賀
し か

原子力発電所から概ね３０キロ圏内（ＵＰＺ）の住民は、屋内

退避すること。 

・ＰＡＺ、ＵＰＺの住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、

テレビ等による情報に注意すること。 

・住民にその旨周知されたい。 
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訓 練 

公 示 
平成２６年１１月２日１３時３０分 

１．緊急事態応急対策を

実施すべき区域 
（１）志賀町

し か ま ち

志
し

加浦
か う ら

、堀
ほり

松
まつ

、上熊野
かみく まの

、熊野
く ま の

、福浦
ふ く ら

、富来
と ぎ

地

区のうち北陸電力株式会社 志賀
し か

原子力発電所から概ね

５キロ圏内（ＰＡＺ）の地域及び海域 

（２）北陸電力株式会社志賀
し か

原子力発電所から概ね３０キロ圏

内（ＵＰＺ）の地域及び海域 
２．原子力緊急事態の概

要 
緊急事態該当事象発生日時 平成２６年１１月２日１３時２２  

分 
発生場所 北陸電力株式会社志賀

し か

原子力発電所２号機 

発生場所の天候状況 
 
放射線等の状況 
 排 気 筒 モ ニ タ の 値 ： 異常なし 
  志賀局のモニタリングポストの値 ： 異常なし 
被害状況：  
平成２６年１１月２日１０時００分 全交流電源喪失（１０条

通報） 
平成２６年１１月２日１３時２２分 全冷却機能喪失（１５条

通報） 
その他の特記事項 
 

３．１．の区域内の居住

者等に対し周知させ

るべき事項 

１．（１）の住民は、避難するとともに安定ヨウ素剤の配布を

受け服用すること。 
１．（２）の住民は、屋内退避すること。 
１．（１）及び（２）の住民、一時滞在者その他公私の団体等

は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意するこ

と。 
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訓 練 

指  示 
内閣府原防第４号   

平成２６年１１月３日１１時０５分   

 

石川県知事 殿 

富山県知事 殿 

志賀町長 殿 

羽咋市長 殿 

中能登町 殿 

氷見市長 殿 

 

 

原子力災害対策本部長 安倍 晋三      

 

 

原子力災害対策特別措置法第２０条２項に基づき、下記のとおり指示する。 

 

記 

 

・北陸電力株式会社 志賀
し か

原子力発電所から概ね３０キロ圏内（ＵＰＺ）のうち石川県

志賀町
し か ま ち

志
し

加浦
かうら

地区、堀
ほり

松
まつ

地区、高浜
たかはま

地区、下甘
しもあま

田
だ

地区、加茂
か も

地区、中甘
なかあま

田
だ

地区、

羽咋市余喜
は く い し よ き

地区、邑
おう

知
ち

地区、鹿島
かしま

路
じ

地区、上甘
かみあま

田
だ

地区（滝谷町
たきたにまち

の飛地）、中能登
な か の と

町
まち

、富山県 氷見市
ひ み し

加納
かのう

地区（加納
かのう

）、稲積
いなづみ

地区（稲積
いなづみ

）、上庄
かみしょう

地区、熊
くま

無
なし

地区、速
はや

川
かわ

地区、久目
く め

地区（久目
く め

、触坂
ふれざか

、棚懸
たながけ

、岩瀬
いわがせ

、老谷
おいだに

、見
み

内
うち

）、余川
よかわ

地区、碁石
ごいし

地

区、の住民は、一週間程度内に一時移転をすること。 

・北陸電力株式会社 志賀
し か

原子力発電所から概ね３０キロ圏内（ＵＰＺ）のうち石川県

志賀町
し か ま ち

志
し

加浦
かうら

地区、堀
ほり

松
まつ

地区、高浜
たかはま

地区、下甘
しもあま

田
だ

地区、加茂
か も

地区、中甘
なかあま

田
だ

地区、

羽咋市余喜
は く い し よ き

地区、邑
おう

知
ち

地区、鹿島
かしま

路
じ

地区、上甘
かみあま

田
だ

地区（滝谷町
たきたにまち

の飛地）、中能登
な か の と

町
まち

、富山県 氷見市
ひ み し

加納
かのう

地区（加納
かのう

）、稲積
いなづみ

地区（稲積
いなづみ

）、上庄
かみしょう

地区、熊
くま

無
なし

地区、速
はや

川
かわ

地区、久目
く め

地区（久目
く め

、触坂
ふれざか

、棚懸
たながけ

、岩瀬
いわがせ

、老谷
おいだに

、見
み

内
うち

）、余川
よかわ

地区、碁石
ごいし

地

区、の地域生産物の摂取を控えること。 

・一時移転に際し、安定ヨウ素剤の服用は必要ない。 

・一時移転する者は、避難退域時検査場所に立ち寄り、避難退域時検査を受けること。 
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訓 練 

公 示 
平成２６年１１月３日１１時０５分 

１．緊急事態応急対策

を実施すべき区域 
（１）志賀町

し か ま ち

志
し

加浦
か う ら

、堀
ほり

松
まつ

、上熊野
かみく まの

、熊野
く ま の

、福浦
ふ く ら

、富来
と ぎ

地区

のうち北陸電力株式会社 志賀
し か

原子力発電所から概ね５キ

ロ圏内（ＰＡＺ）の地域及び海域 
（２）北陸電力株式会社志賀

し か

原子力発電所から概ね３０キロ圏内

（ＵＰＺ）の地域及び海域 
（３）北陸電力株式会社志賀

し か

原子力発電所から概ね３０キロ圏内

（ＵＰＺ）のうち石川県志賀町
し か ま ち

志
し

加浦
か う ら

地区、堀
ほり

松
まつ

地区、

高浜
たかはま

地区、下甘
しもあま

田
だ

地区、加茂
か も

地区、中甘
なかあま

田
だ

地区、羽咋市
は く い し

余喜
よ き

地区、邑
おう

知
ち

地区、鹿島
か し ま

路
じ

地区、上甘田
かみあ まだ

地区（滝谷町
たきたにまち

の飛地）、中能登
な か の と

町
まち

、富山県 氷見
ひ み

市
し

加納
か の う

地区（加納
か の う

）、

稲積
いなづみ

地区（稲積
いなづみ

）、上庄
かみしょう

地区、熊
くま

無
なし

地区、速
はや

川
かわ

地区、久目
く め

地区（久目
く め

、触坂
ふれざか

、棚懸
たながけ

、岩瀬
いわがせ

、老谷
おいだに

、見
み

内
うち

）、余川
よ か わ

地

区、碁石
ご い し

地区の地域 
２．原子力緊急事態の

概要 
緊急事態該当事象発生日時 平成２６年１１月２日１３時２２分 
発生場所 北陸電力株式会社志賀

し か

原子力発電所２号機 
発生場所の天候状況 
 
放射線等の状況 
 排 気 筒 モ ニ タ の 値 ： 異常なし 
  志賀局のモニタリングポストの値 ： ４０μSv/h 
被害状況：  
平成２６年１１月２日１０時００分 全交流電源喪失（１０条通

報） 
平成２６年１１月２日１３時２２分 全冷却機能喪失（１５条通

報） 
その他の特記事項 
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３．１．の区域内の居

住者等に対し周知

させるべき事項 

１．（１）の住民は、避難するとともに安定ヨウ素剤の配布を受

け服用すること。 
１．（３）の地域を除く１．（２）の住民は、屋内退避すること。 
 １．（３）の住民は、一週間程度内に一時移転をすること。 
１．（３）の地域生産物の摂取を控えること。 
一時移転に際し、安定ヨウ素剤の服用は必要ない。 
一時移転する者は、避難退域時検査場所に立ち寄り、避難退域

時検査を受けること。 

一時移転の実施方針 

平成２６年１１月３日 

原子力災害対策本部 

１．対象地区の概況 

（１）対象地区名及びその人口 

  一時移転の対象市町及び人口は以下のとおり。 

 

対象市町 対象人口 うち要援護者数 

石
川
県 

志賀町 

（６地区） 
８，７７３ ３８８ 

羽咋市 

（４地区） 
６，１１１ ２７２ 

中能登町 

（３地区） 
１９，０１６ ３４１ 

富
山
県 

氷見市 

（８地区） １０，０７０ ６７３ 

合 計 

（２１地区） 
４３，９７０ １，６７４ 

 

（２）対象地区の現状（含、自然災害の被害状況） 

l 対象地区の住民は屋内退避を実施中。 

l 対象地区の学校・保育所は休校を継続。児童・生徒は、自宅で保護者とともに屋内

退避を実施中。 

l 石川県志賀町内で発生した約１００戸の全半壊家屋の住民は、志賀町災害対策本部

が設置した避難所で屋内退避を実施中。 

l 石川県の一部地域で発生している簡易ガス供給停止及び断水については、現在詳細

調査中。簡易ガスの供給が停止となっている世帯及び断水の世帯は、市町災害対策

訓練 
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本部が設置した避難所で屋内退避を実施中。 
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２．実施方針 

（１）一時移転実施に際しての基本的考え方 

l 一時移転の対象となる４市町２１地区については、一時移転指示とともに、準備が

できた住民から順次一時移転を開始する。 

l 一時移転にあたっては、４市町の避難計画に基づき、あらかじめ定められた避難ル

ートに基づき、避難退域時検査場所等で避難退域時検査を受け、その後、石川県白

山市、津幡町、金沢市、富山県高岡市、砺波市、南砺市、小矢部市の各避難所に一時

移転を行う。（別紙１参照） 

l 一時移転対象住民のうち、病院・社会福祉施設の避難先は、避難計画で定められて

いる受入市町の病院・社会福祉施設に一時移転を行う。また、在宅の要援護者の避

難先は、避難計画で定められている避難先に一時移転を行い、その後必要に応じて

受入市町における福祉避難所に移動する。さらに、医療行為が必要な場合は、受入

市町の病院もしくは災害拠点病院に搬送する。 

l 一時移転の手段は自家用車のほか、県及び４市町災害対策本部が確保した車両（バ

ス、福祉車両）により行うこととし、車両はピストン運行を行う。 

l 上記の考え方に基づき、対象住民の一時移転を１１月１０日正午を目処に完了させ

る。 

l 今後の一時移転の進捗状況については、原子力災害対策本部において把握するとと

もに、追加の車両等が必要な場合は、迅速に必要な措置を講ずるものとする。 

 

（２）移動手段の確保状況 

l 確保したバス、福祉車両は、下表に示す３か所の避難退域時検査場所に１１月３日正

午までに配備完了の予定。避難退域時検査場所への配備完了後、運転手へ個人線量計

及び安定ヨウ素剤を配布し、避難計画に定められている一時集合場所に順次配車を行

う。 

l 追加配備中の車両については、１１月４日午前９時までに避難退域時検査場所に到着

予定。車両配備場所については、一時移転の進捗を踏まえて順次決定する。 
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車両配備場所 バス 福祉車両等 

車いす対応 ストレッチャー対応

（※） 

石川県立看護大学 

（石川県かほく市） 
１４５ １５ ３ 

十三中学校 

（富山県氷見市） 
３５ ８ ５ 

旧仏生寺小学校 

（富山県氷見市） 
２５ ７ ５ 

追加配備中 ３０ ２０ ４０ 

合計 ２３５ ５０ ５３ 

 （※）救急車を含む 

 

（３）一時移転を円滑に行うための対応策 

l 住民の車両による一時移転を円滑に行うため、石川県警察及び富山県警察による主

要交差点での交通整理、道路交通情報板等を活用した広報、信号機の操作による移

転経路の青信号優先割当て等の交通対策を行うほか、石川県、富山県及び関係市町

等においても道路情報の広報や誘導を行う職員の配置を連携して実施する。 

 

（４）避難退域時検査・除染の準備状況 

l ３か所の避難退域時検査・除染場所に、石川県・富山県保健関係職員及び必要な資

機材を配備完了。また、放射線医学総合研究所、日本原子力研究開発機構、石川県

診療放射線技師会、富山県診療放射線技師会、電気事業連合会、陸上自衛隊等に派

遣要請を行い、避難退域時検査・除染要員及び資機材を到着後避難退域時検査・除

染場所に追加配備する。 

l また、除染場所で対応が困難であって、被ばく医療措置が必要な場合に備え、被ば

く医療機関への緊急搬送手段を確保する。 

 

（５）安定ヨウ素剤の準備状況 

l 安定ヨウ素剤の服用指示に備え、１１か所の関係市町施設等及び５か所の病院に備

蓄している１,１３３,０００丸の丸剤と１４,１００ｇの粉末剤のうち、一時移転対

象者、車両運転手、その他防災業務関係者の必要人数分を予め３か所の避難退域時

検査場所等に搬送する。 

l また、石川県医師会、富山県医師会、石川県薬剤師会、富山県薬剤師会に協力を要

請し、３か所の避難退域時検査場所に予め必要な要員を配置する。 

 

（６）避難所開設準備状況 
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l 石川県白山市、津幡町、金沢市、富山県高岡市、砺波市、南砺市、小矢部市の合計

４７か所の避難所は、１１月３日午後２時までに避難所開設の準備が完了する見込

み。（別紙２参照） 

 

（７）一時移転に必要となる物資・燃料の確保状況 

l 一時移転までの間及び一時移転先の避難所で必要となる物資は、石川県、富山県、

受入市町の行政備蓄を活用するほか、石川県、富山県における流通備蓄を避難所に

供給する。 

l このほか、避難所における食料品、衣料品については、日本赤十字社による救援物

資（毛布、緊急セット等）を配分するほか、農林水産省、厚生労働省、経済産業省

を通じ、安定的供給を要請し、確保に努める。 

l ガソリン、燃料については、一時移転経路上及び避難所周辺にある災害対応型中核

給油所等において、一時移転車両への優先給油を行うとともに、経済産業省を通じ、

製油所・油槽所から災害対応型中核給油所等への優先供給を行う。 

 

（８）対象地区住民への本方針の周知方法 

l 一時移転の指示の広報については、以下の点を考慮して周知を行うこと。 

ü 周知方法として、防災行政無線、広報車、ケーブルテレビ、緊急速報メール等

を活用し、複数の手段により住民に確実に周知すること。 

ü 一時移転は１週間程度内に実施することとされており、慌てず行動すること。 

ü 移動することにより、却ってリスクが高まると考えられる住民は、屋内退避を

継続し、十分な準備が整った段階で一時移転を開始すること。 

ü 渋滞対策のため、自家用車の場合は、できる限り近隣の住民と乗り合わせて移

動すること。 
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